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Abstract 
This study addresses a theoretical gap in the design of mutual help systems in non-profit community settings. 
While prior research has focused mainly on emergency conditions, this paper draws on a case study of community 
car sharing in Nagae, Japan. It proposes a three-stage service design model grounded in service-dominant logic 
and service ecosystem theory. The findings show how shared norms and a sense of the common good transform 
individually motivated helping behaviours into organized, participatory service ecosystems. 
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1 はじめに 
行政が支援する公助の限界が指摘されている．とり

わけ震災のような大規模災害時には行政機能が麻痺

し，十分な被災者支援が困難となるケースが多い．こ

のような状況下では，自己の能力により身を守る「自

助」や，近隣住民が協力して救出活動や避難誘導を行

う「共助」が被災地で多く報告されている（内閣府 
2014）．実際，被災地における共助に関するヒアリン

グ調査でも，地域コミュニティの共助が生活維持にお

いて重要な役割を果たすことが示されている（川脇 
2014）． 
また，人口減少が進む社会では，防災に限らずイン

フラの老朽化や維持管理の問題が深刻化し，公的機関

による面的なサービス提供は一層困難となる．こうし

た背景から，関わり合いによって生活上の問題を解決

する「共助」が注目されている． 
共助とは，問題を共有する人々が集まり，仕組みを

通じて問題解決に取り組む活動を指す（原田 
2019）．本稿ではこの「仕組み」をサービスと捉え，

その構築を「サービスデザイン」として検討する．防

災文脈では，支え合いマップの作成や避難所運営など

が共助の事例である．共助が広がることで，当事者同

士が主体的に取り組む姿勢が促進され，持続的な活動

につながることが期待される． 
共助は，利己的な「自愛心」や利他的な「他愛心」

ではなく，他者に対する自然な「共感」に依存する

（恩田 2006）．この「共感」が利己と利他の相互作

用を通じて得られることで，社会全体で利益を共有す

る「共益社会」が形成される．日本のムラ社会では，

共助がセーフティネットとして機能し，手助けが巡り

巡って自分にも利益をもたらす関係が存在していた

（恩田  2010）．恩田はこの問題意識から「一村一

助」運動を提唱し，個人が能力や地域資源に気づき，

それを活用して相互に支え合うことで，過疎化や少子

高齢化などの課題解決を目指した（恩田 2010）．調

査によれば，この運動への関心が高い人ほど，伝統的

な規範や価値を重視する傾向がある． 
しかし，共助の「デザイン方法」に関する体系的な

検討は不十分である．特に，防災など有事に焦点を当

てた研究が多く，平時を含めた共助の構築を目的とす

る理論や方法論は未整備である．東日本大震災後の調

査では，地域外からの支援強化が地域内の互助ネット

ワークを弱める可能性も指摘された（恩田 2012）．

ゆえに，地域住民が共有可能な理論の構築が必要であ

り，当事者参加が不可欠な共助については，最終形の

提示だけでなく，プロセスの明示が課題となる． 
本稿は，地域住民主体による共助交通の事例を分析

し，共助に基づくサービスデザインの理論的枠組みを

検討するとともに，その方向性を提示する．さらに，

サービス・ドミナント・ロジック（以下，SDL）の観

点から，共助の仕組みを構築するためのプロセスを明

らかにする．研究アプローチとしては，労力や知恵の

交換による「価値共創」としての労力モヤイに着目

し，SDLとサービス・エコシステムの視点から，現代

の非営利枠組みにおける共助に基づくサービスデザイ

ンを整理する．研究方法として，鳥取県米子市永江地

区で実施された共助交通の立ち上げに関するケースス

タディを用いる． 
その結果，住民がサークルを形成する過程をモデル

化し，非営利枠組みにおける労力モヤイの設計と発展

過程を説明可能にするサービスデザインモデルを構築

した． 
論文の構成は，2章で先行研究，3章で研究アプロー

チ，4章で研究方法とケーススタディ，5章で調査結

果，6章でモデルの提案，7章で考察と展望，8章で結

論を述べる． 
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2 先行研究 
本章では，助け合いの歴史と理論的背景を概観した

うえで，国内外の共助研究の動向を整理し，リサーチ

ギャップおよびリサーチクエスチョンを提示する． 

2.1 相互扶助の研究 
相互扶助は，共同心や社会心といった感情または本

能を基盤とし，人間のみならず動物の進化にも重要な

役割を果たしてきた（クロポトキン 1966）．相互扶

助は，愛や個人的同情を超えた広い感情であり，種族

の安寧や社会的習慣の発達，知識の進歩に寄与する． 
他者に与える行為としての「贈与」も重要である．

モースは贈与を社会的・道徳的関係を形成するものと

捉え，「贈る義務」，「受け取る義務」，「返礼の義

務」という3つの義務を指摘した（モース 1962）．贈

与は単なる経済的交換にとどまらず，社会的つながり

を構築し，共同体の安定を支える． 
日本の民俗社会学では，相互扶助の精神が「助け合

いの仕組み」として地域社会に根付いてきたとされる

（恩田 2006）．とりわけ「ユイ」「モヤイ」「テツ

ダイ」の三分類がある．ユイは互酬的互助，テツダイ

は一方向の片助に対し，モヤイは主体と客体が限定さ

れず，資源を公平に再分配する共助の仕組みである．

語源は「持ち合う」「持ち寄る」にあり，共同作業や

共有を通じた社会的連帯を特徴とする． 
Hamaguchi（1985）は，日本人の社会的行動様式を

「間人主義」として理論化し，西洋的個人主義とは異

なる社会的相互依存を重視するモデルを提示した．こ

の視点では，共助は個人が孤立して行う行為ではな

く，社会的文脈の中で進化する関係的な仕組みであ

る． 

2.2 モヤイの現代的展開としての共助 
Onda（2024）は，東南アジアにおける相互扶助の

慣習を比較し，地域社会の構造に基づく共助の文化的

多様性を明らかにした．日本におけるモヤイは，労

力，物品，金銭という三側面から構成され，現代社会

で再構築されつつある． 
 

表1 現代社会における仕組み 

モヤイ 現代社会における仕組み 

労力 

モヤイ 

営利：モノ，移動，空間，お金，スキル

の交換（シェアリングサービス） 

非営利：労力や知恵の交換（主に一般社

団法人やNPO法人の活動） 
物品 

モヤイ 

金銭 

モヤイ 

金銭や情報の交換（共済事業） 

 
労力モヤイは，労力や知恵の交換を通じた共助であ

り，一般社団法人やNPO法人などの社会善を目的とす

る活動が該当する．物品モヤイは物品やスキルの交換

に特徴があり，シェアリングエコノミーサービスが代

表例である（一般社団法人シェアリングエコノミー協

会 2022）．金銭モヤイは，頼母子や無尽といった伝

統的仕組みに淵源を持つ共済的金融活動である． 
中でも，労力モヤイは非営利かつ関係性を基盤とす

る共助の典型であり，地域の持続可能性を支える重要

なモデルである．一方で，シェアリングエコノミーや

共済などの営利文脈に比べ，非営利文脈，特に労力モ

ヤイに関する理論的研究は乏しい．  
原田（2019）は「自助」「互助」「共助」「公助」

という4つの助を提示し，相違は活動に「仕組み」を

含むか否かにあると述べる（表2）．互助が私財や個

人的な関係に基づくのに対し，共助は当事者が協力し

て創出する「公共財」を活用する点に特徴がある． 
以上より，モヤイは日本社会における共助の多様な

形態を示す概念であり，とりわけ労力モヤイは現代社

会における共助の典型である． 
 

表2 4つの助（原田 2019） 

種類 問題解決の方法 

自助 
知力体力など，自分自身の能力で問題を

解決する 

互助 
家族や知人など，個人的な関係性で問題

を解決する 

共助 
共済など，問題を共有する集団が仕組み

の下で問題を解決する 

公助 
公共サービスなど，公的機関が税を使っ

て法や制度の下で問題を解決する 

 

2.3 共助に関する先行研究レビュー 
Google Scholarを用いて「共助（Mutual help）」をキ

ーワードとし，日本語および英語で検索した結果，日

本語論文1210件，英語論文29件が確認した． 
日本語で発表された研究は，災害時や防災に関する

ものが多い（川端 2014; 和田 2016; 村中ら 2019; 平田・

石川 2013; 吉田・柿本 2014）．防災以外では，共助の

位置付け（武川 2009; 坂本 2020），ICTを活用した共

助事例（並木・越塚 2022;  大野・猪俣 2008），コミュ

ニティ再生（恩田 2012），高齢者支援（西野・桑木 
2009），子育て（北村ら 2019），ゴミ出し支援（小

島ら 2015）等があるが，仕組み構築の理論的枠組み

への言及は限定的である． 
一方，英語で発表された研究は，アルコール依存症

や精神疾患の相互支援に関する研究が多い（Pistrang 
et al. 2008; Kelly and Yeterian 2011; Zemore et al. 2021）．

医療以外では，共助の進化基盤（Martin et al. 1995），

自助と専門家の連携（Stewart 1990），自助と共助の

個人的影響（Katz 1981）などが議論されている．

Onda（2024）は，東南アジアにおける地域社会の構

造に基づく相互扶助の比較研究を行い，近代化で衰退

した共助の再活性化を提唱する．総じて，英語で発表

された研究は医療分野が中心で，コミュニティ構築文

脈は乏しい．本研究に近いのはOnda（2024）であ

る． 
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2.4 リサーチ・ギャップの特定 
先行研究から，次の2点がリサーチ・ギャップとし

て特定された． 
第1に，共助が人と人との関係性や相互作用の中で

どのように形成し，発展していくのかを説明する理論

が未整理である．既存研究では，防災や福祉など特定

分野の実践事例は蓄積されているものの，地域の相互

依存的な関係や社会的規範，制度的要素を含めて共助

を包括的に理解する枠組みが十分に整っていない．と

りわけ，共助の仕組みがどのように立ち上がり，発展

し，持続していくのかというプロセスに着目した理論

的研究は少ない． 
第2に，非営利の枠組みにおける労力モヤイのサー

ビスデザインに関する理論化が不足している．シェア

リングエコノミーや共済などの営利的共助に関する研

究は蓄積されている一方で，地域住民の自発的な活動

を支える仕組みをどのようにデザインし，持続的に運

用していくかという視点が不足している． 
これらの理論的空白を補うために，次章ではSDLと

サービス・エコシステム理論を援用し，共助を「関係

性を通じて価値が共創されるプロセス」として理論的

に再構成する． 

2.5 リサーチ・クエスチョン 
本研究は，非営利の枠組みで行われる労力モヤイに

焦点を当てる．物品モヤイはシェアリング，金銭モヤ

イは共済として既に事業モデルが浸透しているためで

ある．また，営利企業による商用サービスは本研究の

対象外とする．以上より，以下のリサーチ・クエスチ

ョンを設定する． 
RQ1：共助のエコシステムは，どのようなモデルと

して示すことができるか？ 
RQ2：非営利の枠組みで行われる労力モヤイは，ど

のようにサービスとしてデザインされるか？ 
  

3 研究アプローチ 
本研究は，労力や知恵の交換による参加型の価値共

創行為である「労力モヤイ」に着目し，その共助構造

を明らかにする．特に，SDLに基づいたサービス・エ

コシステムの視点を導入し，非営利的な枠組みにおけ

る共助に基づくサービスデザインを理論的に整理す

る． 

3.1 SDL 
本研究は，共助を「地域住民による相互の資源適用

と価値共創のプロセス」として捉えるため，SDLの枠

組みを援用する．SDLは，サービスを「他のアクター

または自身の便益のために資源を適用すること

（Lusch and Vargo 2004）」と定義し，アクターを「資

源統合者」かつ「受益者」とみなす（Lusch and Vargo 
2014）．このように，各アクターは相互に資源を適用

し合いながら価値を共創する主体として機能する． 
さらに，SDLはこうしたアクター間の相互作用が制

度や規範によって支えられることを強調し，その全体

構造を「サービス・エコシステム」として捉える

（ Vargo and Lusch 2016 ） ． こ こ で 言 う 「 制 度

（institution）」とは，アクター間で内生的に生成され

るルールや規範を指し（Vargo and Lusch 2018），共助

においては，個人の行動原理や相互の信頼を支える

「善」（坂口 2023）などの社会的規範がこれに相当

する．  
したがって，本研究がSDLを採用する理由は，共助

を単なる互助行為としてではなく，地域社会という動

的な制度，関係，価値の相互作用体系として理解する

ためである． 

3.2 サービス・エコシステムのデザイン 
SDLで示されるように，アクターは相互作用を通じ

て資源を統合し，制度や規範に支えられた価値共創を

行う．この相互作用の集積によって形成されるのが，

サービス・エコシステムである．サービス・エコシス

テムは，アクターが相互に資源を適用し，関係性を維

持しながら価値を共創する自律的ネットワークである

（Akaka et al. 2012）．その構成要素は，「相互作

用」，「ユーザ参加」，「創発」であり，特に参加の

促進が課題とされる（Sangiorgi et al. 2017）． 
このエコシステムの視点をデザインに応用する「サ

ービス・エコシステム・デザイン」（Patricio et al. 
2011; Vink et al. 2021; Hou 2024）は，ミクロ（個人や

二者関係），メゾ（地域組織や活動），マクロ（制度

や文化）の階層を横断して，価値共創の構造と変化を

分析する枠組みを提供する（Vargo and Lusch 2016）．

さらに，Vargo et al.（2023）は，アクターの相互作用

が時間をかけて制度やエコシステムを形成していく

「時間的創発」の概念を提示し，動的なサービス構造

の理解を深化させている． 
本研究では，この創発的視点を援用し，共助を地域

内の中で進化し，変化し続けるシステムとして捉え

る．すなわち，共助に関わるアクターの関係性，社会

的規範，価値共創のプロセスがどのように形成され，

どのように変容していくのかを分析する．これによ

り，共助を「サービス・エコシステムのデザイン」と

して理論的に位置付け，その発展原理を明らかにす

る． 

3.3 研究セッティング 
2.2で示した「4つの助」の整理をもとに，各仕組み

をサービスモデルとして図示し（図1），分野別の具

体例を表3に整理した．共助は地域課題の解決や既存

システムの再定義を通じて変化を生むソーシャルイノ

ベーション（Manzini 2015）として位置付けられる． 
本研究では，これらの共助のうち，移動を対象とし

た共助の仕組みであるコミュニティ・カーシェアリン

グ（以下，CCS）を取り上げる．CCSは，趣旨に賛同

した住民がサークルを立ち上げ，会員が一台の軽自動

車を共同利用する．利用ごとに積立金を払い，ガソリ

ン代等の運営費を賄い，定期的に実費精算する非営利

モデルである（日本カーシェアリング協会 2019）．

買い物や通院といった外出支援に加え，乗り合いラン

チやツアーなど多様な活動を統合しており，資源統合

と再分配の仕組みが構築されている． 
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図1 サービスモデルの比較 

表3 4つの助における仕組みの分析 

 
4 研究の方法とケーススタディ 

本章では，研究の方法およびケーススタディの選定

理由について説明する． 

4.1 研究の方法 
地域における共助の実践を具体的に分析するため，

本研究ではケーススタディを採用した．対象は，公共

交通や営利目的のカーシェアリングとは異なり，非営

利かつ住民主体で地域づくりを目的とする「共助交

通」である． 
データは，鳥取県米子市永江地区における共助交通

の立ち上げに関する住民インタビュー（原田 2019）
および，利用者とドライバーを対象としたアンケート

結果（桑野ら 2021）を用いた．これらの調査データ

にもとづき，共助交通の仕組みとその進化プロセスを

時系列に沿って分析した． 
分析手法としてナラティブ分析（やまだ 2020）を

採用した．ナラティブ分析は，個々の出来事や語りを

通じて社会的意味や関係性の変化を明らかにする質的

研究手法であり，地域住民の語りや実践の蓄積から，

共助がどのように生成し，発展していくのかを理解す

るのに適している． 

4.2 永江地区のコミュニティ・カーシェアリング 
永江地区は米子市西部に位置し，令和元年の調査で

高齢化率39.4％と市内で2番目に高い．永江地区と他

地区を結ぶ公共交通機関は路線バスのみで，運行本数

は平日7本，土・日・祝日は3本に限られ，減少傾向に

ある．2000年にはスーパーが撤退し，運転できない高

齢者の買い物環境が悪化した． 

地域住民主体の取り組み 
この課題に対し，永江地区自治連合会は2013年に地

域商店「支え愛の店ながえ」を設立し，2017年に団地

中心部にあった小売店跡地へ移転した（鳥取県 
2017）．同施設は物販に加え，交流サロンやコミュニ

ティ食堂としても活用されている．自治連合会長は，

「最初から行政頼みだったらだめだったと思う．何も

ないところには誰も助けようがない．自分たちが何か

やっているからこそ，いろいろな支援の手があった」

と述べ，住民主体の取り組みが外部支援を呼び込む要

因であると指摘している（朝日新聞 2023）． 
永江地区は，鳥取県と日本財団の支援を受けなが

ら，日本カーシェアリング協会のプログラムに基づ

き，住民共助による移動支援を検討した．その結果，

「永江ささえ愛カーシェアクラブ」が運営を担い，貸

与された軽乗用車１台を会員で共有する仕組みを構築

した．この仕組みでは，車両を利用するたびに積立金

を支払い，一定期間ごとに清算する非営利的なモデル

により，住民間の相互支援が実現している． 

ケーススタディとしての適合性 
永江地区の共助交通が本研究のケーススタディとし

て適している理由は3点ある．1点目は住民主体で仕組

みを構築している点，2点目はドライバーが10名と他

の地区に比べて多く，CCSの成功事例として高く評価

されている点（桑野ら 2021），3点目は移動支援にと

 自助 互助 共助 公助 

移動 自力で移動 知人の車に同乗 コミュニティカーシェアリング（日本カーシェアリング協会） 自治体のバス 

育児 自力で育児 親族が育児 まち保育（三輪ら 2017） 自治体の保育施設 

教育 独学 習い事 100人カイギ（一般社団法人INFO THE FABRIC） 自治体の学校教育 

調理 自力で調理 一緒に調理 サルベージ・パーティ（一般社団法人フードサルベージ） 自治体のこども食堂 

ごみ 野外焼却 廃品回収 ゼロ・ウェイスト（環境省 2018） 自治体のゴミ収集 

物品 自力で購入 物々交換 フリーマーケット（日本フリーマーケット協会） 自治体の配給 

図書 自力で購入 近所の本棚 まちライブラリー（一般社団法人まちライブラリー） 自治体の図書館 

芸術 個展 グループ展示 参加型アート（市川 2015） 自治体の美術館 
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どまらずコミュニティの再構築にも寄与している点で

ある．これらの理由から，永江地区の事例は本研究の

共助を対象とするケーススタディとして最適である． 
 
5 調査の結果 
本章では，永江地区における共助交通の立ち上げに

関与した夫妻へのインタビュー（原田  2019）およ

び，ドライバーと利用者へのアンケート調査（桑野ら  
2021）に基づき，ナラティブ分析を実施した．その結

果をもとに，共助の3段階（初期段階，発展段階，構

築段階）を整理し，それぞれの段階における特徴を明

らかにする． 

5.1 共助の初期段階 
初期段階では，個人の善意に基づいた一方向的な支

援（片助）が主な活動となっており，以下の3点が特

徴として確認された． 
 

① 【活動の動機】 
インタビューから，当事者が地域に対して貢献意識

を持ち，行動を開始したことが確認された．夫の発言

には，地域社会における共存の意味を重視し，問題意

識を契機として自治会での活動を主導してきた姿勢が

表れている．この段階では，具体的な善悪の認識は形

成されていないものの，個人の関心に基づく行動が原

動力となっていることが示唆される． 
 
「年を取って独居になろうと，それは個人の責任だ

からあまり手を出さない方がいいとか，今の社会で

はそういった言われ方が多くなってきていますが，

それでは，何でここに一緒に住んでいるのかという

意味が消えてしまう．そこを何とかしたいなと思っ

て６年間（自治会の総務部長を）やってきたんです

けどね．」（夫） 

「永江は男性主導で始めたんですよ．男性は，他人

の話をあまり聞きたがらない」（夫） 

 

また，アンケート結果では，ドライバーになったき

っかけとして，「地域に貢献したい」，「困っている

人を助けたい」という回答が多く寄せられており（桑

野ら 2021），これらの意識が片助行動の動機となっ

ていることが確認された． 
 
② 【2者間の相互作用】 

妻の発言から，片助行動を通じて利用者から感謝の

言葉が寄せられたことで，自身の行動の価値を認識す

る過程が明らかになった．しかし，この段階での利用

者との相互作用は感謝を介した限定的なものであり， 
利便性に基づく単方向の関係が中心であることが示唆

される． 
 
 

「永江の活動はもともと，買い物支援のはずだった

んですが，始めてみると，通院でたくさんの人が困

っていることが分かりました．免許返納したら一番

困るのは通院です．通院は昼間なので，子どもと同

居していても送迎してもらいにくい．永江地区は日

中のバスの本数が少ないので，時間も費用もかかっ

て大変，使わせてもらってすごく助かりました，と

言われています」（妻） 

 

③ 【活動の持続性】 
一方で，活動の持続性に対する不安が指摘されてい

る．特に採算性の問題は，活動を長期的に継続する上

での重要な障壁となっている．善意に基づく行動だけ

では，運営の安定性を確保するのが困難であることが

示唆される． 
 
「ただ実際に始める前は，軽自動車を１台だけ借り

たところで3人しか乗れないし，果たして採算が合

うのかな，という不安がありました」（夫） 

 

以上の考察を総合すると，共助の初期段階では，①

活動の動機，②2者間の相互作用，③活動の持続性，

という特徴が確認された．これらの特徴は，共助の初

期段階における「個人の善に基づく片助」の性質を具

体的に示すものである． 
 

5.2 共助の発展段階 
 次の段階では，片助行動が地域内で連鎖し，参加者

や利用者の意識が変容していく様子が確認された． 
 
① 【活動の動機の変容】 
インタビューでは，当事者が単なる送迎依頼の遂行

に留まらず，主体的に活動を進める姿勢を学び取って

いる様子が示唆された．さらに，利用者のニーズを満

たすだけでなく，「車を使って場をつくる」という新

たな視点を得たことで，善に基づく片助行動への自信

と持続性が強化されている様子がうかがえる．夫の発

言からも，この視点の変化が読み取れる． 
 
「石巻の人たちは，人に言われてやるんじゃなく，

自分たちで作ってやろう，という意識があった．自

分たちがその1台の車をどう使おうかとか，人生楽

しく過ごすためにみんなで集まる，そういう場を作

っておられた．」（夫） 

 

また，アンケート結果では，「地域に必要とされて

いると感じるようになった」との回答が多く（桑野ら 
2021），利用者との交流やフィードバックが，住民間

の価値共創につながっていると考えられる．これらの

結果から，善に基づく片助行動の連鎖が発生している

ことが示唆される． 
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② 【利用者の意識変容】 
インタビューによれば，利用者から車の利用方法に

対する新たな提案があり，送迎サービスが利用者の関

心に基づいた新たなサービスの創造へと発展してい

る．また，ドライバーが利用者との会話を楽しむ様子

から，信頼や安心といった関係性の深化が観察され

る． 
 
「先日，会員さん数名が一緒に買い物に行ってみよ

うかという話になり，近くのスーパーまで送りまし

た．もう車降りるまでワイワイと，楽しくてしょう

がないって．さらには，「今度は天満屋（米子市内

の百貨店）に連れていって」と．ランチがおいしい

お店があるので，ついでにランチして帰ろう，とい

う話になっています」（夫） 

 

さらに，アンケート結果では，現在の利用目的とし

て「通院」，「買い物」が多く挙げられ，将来的には

「墓参り」を目的とする割合が高いことが確認されて

いる（桑野ら 2021）．これらの結果は，利用者が個

人の趣味嗜好に基づき，新たな行動を想像しているこ

とを示唆している．このような観点から，利用者の意

識変容が進んでいることが伺える． 
 

③ 【相互作用の連鎖】 
妻の発言からは，参加者間で口コミが広がり，利用

者のネットワークが拡大している様子が読み取れる．

利用経験者は活動内容を自分の文脈で言語化し，それ

を未経験者に伝えることで，新たな利用者を呼び込む

片助行動が連鎖していることが示唆される．また，立

ち上げメンバー自身も活動への手応えを感じ，善に基

づく片助への自信を深めている様子が見られる． 
 
「そこで一軒一軒，声掛けをして回りました．先

日，会員さん10人くらいが集まったのですが，「あ

ら，お久しぶりね」とか，「次，一緒に行きましょ

う」とか，横のつながりに発展しているんです」

（妻） 

「働きかけをすると違ってくるな，というのは，実

際にやってみて感じましたね」（妻） 

 

さらに，アンケート結果によれば，会員の入会理由

が「役員からの声掛け（2019年）」から，「利用者か

らの紹介（2020年）」へと変化しており，口コミによ

る利用者の増加が確認されている（桑野 2021）．こ

れらのデータは，住民同士の相互作用が連鎖的に広が

っていることを示している． 
以上の考察を総合すると，共助の発展段階では，①

活動の動機の変容，②利用者の意識変容，③相互作用

の連鎖が確認された．これらの特徴は，共助の成長段

階である「個人の善に基づく片助の連鎖」の性質を具

体的に示すものである． 
 

5.3 共助の構築段階 
最終段階では，共助活動が地域全体にとっての「共

通善」として認識され，双方向かつ持続可能な仕組み

へと成熟している． 
 

① 【共通善の醸成】 
インタビューでは，関心の視点が個人から集団へと

変化し，感謝の交換を通じて地域全体の幸福を願う

「共通善」への規範変容が進んでいる様子が示唆され

る．妻の発言には，住民との共助を楽しみながら，地

域全体の健康や幸せを共有したいという意識が表れて

いる． 
 
「よかったわ，楽しかったわ，という話を聞くと，

自分も嬉しい．そういったおばちゃん達の楽しいお

話を聞くと，自分も楽しくなる．そういう意味で

は，心も健康になるというか．お互い健康になれ

ば,いいことだなと思います．」（妻） 

 

また，夫の発言からも，共助活動やネットワークが

地域住民にとって共通善になり得るという確信が示さ

れている． 
 
「ところが取り組みの発祥である石巻に研修に行っ

て，みんなが集まって，食べて話して，楽しく1台

の車を使っている様子を見て，そうか！と．これま

で送迎だけを考えていたけれども，それだけではな

く，この取り組み自体がみんなを明るくするし，元

気を取り戻せる．この町に住んで安心だという気持

ちも，１台の車を通じて出てくるかもしれない．こ

れはやってみないといけない，と思いました．」

（夫） 

 

アンケート結果では，入会後に「地域交流と利便

性」，「健康と時間」，「地域の安心感」という3つ
の因子に意識の変化があったことが報告されている

（桑野 2021）．さらに，利用していない非利用会員

にも入会によって「地域の安心感」，「地域の信頼関

係」，「友人の増加」，「年代と違う人との交流」，

「行事への参加が増えた」などの回答が見られ，利用

の有無に関わらず入会することで副次的な効果が表れ

ている．これらの結果は，住民全体の共通善として捉

えることができる． 
 

② 【共助の仕組み】 
夫の発言から，片助行動の経験を通じて共助の仕組

みに対する知見が深まっていることが示唆される．ま

た，仕組みを押し付けるのではなく，利用者の反応に

基づき柔軟に調整する姿勢が見られる．この姿勢は，

共助の仕組みを持続的に機能させるための重要な要素

である． 
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「これをやるんだ，という意気込みが強いと，本来

は会員さん主体の活動なのに，やりたいことからは

み出されたら困る気持ちもあって，一応，規約のよ

うな型を作る．もちろん自分も，ある程度，そうい

ったものは作った上でやらないといけないという気

持ちはありました．ただそれが強すぎると，会員さ

んはただ乗せてもらうだけの人になってしまう．」

（夫） 

 

アンケート結果でも，CCSの利用による交通費削減

や，タクシー利用からの転換が報告されている．さら

に，「カーシェアでは移動中の車内で親密な会話がで

きるため，住民一人一人に寄り添うことができる」

「みんなで支えあっていく，という目的のもと，タク

シーとは違い，ボランティアの取り組みであることを

理解してもらうことが重要である」「課題として，会

員が増えることでドライバーが不足することへの懸念

や，今後の世代交代が挙げられる」といった意見が寄

せられており（桑野 2021），住民が仕組みを共有し

ながら課題解決を模索している様子が示されている． 
 

③ 【当事者間の相互作用】 
妻の発言から，規約による効率性の確保と，参加者

の自由度や多様性を両立させる重要性が示唆される．

この姿勢は，参加者間での相互作用を促進し，片助行

動から共助への発展を後押しするものである． 
 
「その辺の融通を利かせてあげれば，利用者さんか

らのありがとうという気持ちも出てくる．それを，

（規約なので）行けません，ってはね付けてしまっ

たら成り立たない，杓子定規でやったら絶対ダメ」

（妻） 

 

一方，夫の発言には，サークルとしての自治会組織

のあり方に関する言及が見られる．義務感による参加

の強制ではなく，参加者それぞれの価値観に寄り添

い，主体的な活動を尊重する姿勢示されている． 
 
「コミュニティ・カーシェアリングの目的じゃない

けれども，せっかくみんなが集ってきてここに住ん

だのだから，自治会ももうちょっと気軽に楽しくや

っていけたら，支え合っていけたらなって思いま

す．」（夫） 

 

また，アンケート結果から，当事者間の多様な交流

が報告されている．具体的には，「独居高齢者の安否

確認の役割も果たしており離れて暮らす家族も安

心」，「独居高齢者が気軽に話せる環境ができ，心理

的不安の解消にもつながっている」，「話し相手がで

きて嬉しい」，「ドライバーとの話を楽しみにしてい

る」，「カーシェアを通して交友関係が広がった」，

「外出頻度が上がって健康になった」といった内容が

挙げられている（桑野 2021）．これらの報告は，当

事者間の相互作用が積極的に促進されていることを示

している． 
以上の考察を総合すると，共助の構築段階では，①

共通善の醸成，②共助の仕組み，③当事者間の相互作

用という特徴が明確に示された.これらの結果は，共

助の成熟段階である「共通善に基づく共助の構築」の

本質を具体的に表している． 
 
6 共助に基づくサービスデザインモデル 

本章では，永江地区のCCSの事例から，共助に基づ

くサービスデザインモデルを提案する．共助の仕組み

は，初期段階から複雑な形態を持つものではなく，進

化のプロセスを経て形成されると考えられる．本研究

では，サービス・エコシステムとしての共助の発展過

程を考慮し，「片助」，「片助の連鎖」，「共助」の

3つの段階に分けてモデル化した（図2）．この3段階

の設定は，リーン・スタートアップのアプローチを参

考にしており（原田 2019; Ries 2017）， 段階的に共助

交通の仕組みを構築・発展させる手法が有効であると

いう仮説に基づいている． 
地域の移動に関する課題は複合的であり，単一の方

法で解決するのは困難である．そのため，まず実現可

能な形での仕組みを試験的に導入し，利用者の反応を

もとに段階的に発展させることが重要である（原田 
2019）．また，このプロセスにおいて，共助システム

を支える「規定」の存在が鍵を握ると考えられる．こ

こでいう規定とは，アクター間で共有される社会的ル

ールや価値判断の基準を指し，SDLにおける「制度」

の概念に相当する．これらの規定は，行為の方向づけ

や関係性の維持を支える役割を果たし，個々の片助行

為が連鎖し，最終的に共助システムとして定着する過

程を支える． 
本研究のモデルでは，共助の基盤を規定する要素と

して「善」に着目し，3つの段階を「善に基づく片助

行為」，「善に基づく片助行為の連鎖」，「社会善に

基づく共助の構築」として定義した． 

6.1 善に基づく片助 
共助は，「善に基づく片助行為」から始まる．ここ

で言う「善」とは「良い」や「正しい」という価値観

に基づいた行動を指す．この段階では，地域課題に対

する個人の問題意識を契機に行動が発生し，特に，リ

ーダー的な立場にある個人が主導して活動を開始す

る．それに賛同する人々が，善意に基づいて片助行為

（ボランティア）を行う．この段階での活動は，主に

個人の欲求や関心を満たすことに重点が置かれてお

り，私益的な側面が強い．さらに，アクター間の相互

作用は限定的で，利用者と提供者の間で単方向的な関

係性が見られることが特徴である． 

6.2 善に基づく片助の連鎖 
片助行動が持続的に行われることで，その行動は地

域内で連鎖的に広がり始める．この段階では，片助行

為が規則的なパターンとして認識されるようになり，

新たな参加者がその行動に共感し，意識の変容を経

て，「自分も参加してみたい」と考えるようになる． 
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図2 共助に基づくサービスデザインモデル 

これにより，行動がさらなる行動を引き起こす連鎖的

な現象が発生する．加えて，活動を通じて感謝の言葉

が交換されることで，個人の善が集団の善へと発展

し，暗黙的に共有される価値観として育まれる．この

段階では，片助行為が地域全体に広がることで，善意

が集合的に強化されると同時に，地域コミュニティ内

の信頼関係が構築される． 

6.3 共通善に基づく共助の構築 
片助行為が双方向な相互作用へと成熟することで，

共助が形成される．この段階では，集団内で共有され

ていた善が「社会善」として明確化され，社会的規範

として機能するようになる．社会善は，地域全体の行

動を規定する基盤となり，片助行為から蓄積された知

見が共助の仕組みを支える知恵として活用される．こ

の結果，共助の仕組みが地域全体で共有され，社会全

体の利益を追求する「共益社会」が実現する．こうし

た段階に至ることで，共助は単なる相互支援の枠を超

え，持続可能な社会的インフラとして機能するように

なる． 
この3段階モデルは，共助の進化プロセスを体系的

に示すものであり，Manzini（2015）が提唱するソー

シャルイノベーションの促進や地域課題の解決におい

ても有効なアプローチとなり得る．本モデルは，地域

住民が主体的に共助の仕組みを構築し，その持続可能

性を高めるための理論的基盤を提供するものである． 
 
7 考察 
本章では，これまでの分析結果を総括し，リサー

チ・クエスチョンへの回答を提示する．その上で，本

研究で提案した共助に基づくサービスデザインモデル

を既存理論と比較し，その理論的および実務的インプ

リケーションについて考察する．最後に，本研究の限

界と今後の展望を述べる． 

7.1 既存理論との比較 
従来の共助モデルは静的な枠組みとして提示される

ことが多かったが，本研究では，共助を時間的に発展

する「動的モデル」として提示した点に特徴がある．

恩田（2006）は共助の理想像を示したが，構築プロセ

スには踏み込んでいない． 
本研究では，SDLに基づき，共助を「制度と関係性

の創発を伴うエコシステム」として捉え，共通善に基

づく仕組みの構築プロセスを明示した．このように，

規範的な価値（善）とサービス・エコシステムの変容

を統合的にモデル化した点が新規性である． 
また，Sangiorgi et al.（2017）が指摘した「ユーザ参

加の課題」に対し，Akaka et al.（2012）の「構成員が

設備や価値観を共有し,共創を遂げるエコシステム」

の視点を援用し，共助に参加する住民がサークルを形

成していく過程を段階的にモデル化した．これによ

り，非営利型の共助においてもサービスデザインのプ

ロセスが説明可能であることを示した． 
さらに，Patricior et al.（2011）が提示したモデルが

主に営利文脈における顧客体験やサービス提供の構造

に焦点を当てていたのに対し，本研究では非営利の地

域共助に適用可能なフレームワークを構築した点にお

いても独自性がある．Vink et al.（2021），Vargo et al.
（ 2023），Hou（2024）の研究においても，非営利の

共助活動に特化したデザインモデルは提示されておら

ず，本研究の枠組みはその補完となる． 

7.2 リサーチクエスチョンへの回答 
2章で設定したリサーチクエスチョンに対してはそ

れぞれ以下のように回答する． 
まず，RQ1（共助のエコシステムは，どのようなモ

デルとして示すことができるか？）についてである．

本研究では，永江地区の共助交通の実践をもとに，個

人の善意がどのように制度化され，共通善に基づく共

助システムへと発展していくのかを三段階の生成過程

としてモデル化した（図2）． 
第一段階の「善に基づく片助」では，個人の内発的

な善に基づく行為，すなわち「誰かの役に立ちたい」

「地域のためになりたい」という動機により支援が始
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まる．この段階では，行為は個人に依存しており，支

援と受益の関係は一方向的である． 
第二段階の「善に基づく片助の連鎖」では，支援を

受けた人の感謝や共感が新たな支援を誘発し，善が参

加者間に伝播する．これにより，善が個人の内面にと

どまらず，地域全体に共有される規範として可視化さ

れる．参加者同士の信頼や共感が蓄積し，提供者が受

益者にもなりうる状態が生まれるとともに，活動は相

互支援の連鎖として拡大していく． 
第三段階の「共通善に基づく共助の構築」では，

個々の善が共有を経て共通善として明確化され，それ

が制度的な枠組みへと定着する．地域住民の共通善が

日常的な運用の中に組み込まれることで，共助の仕組

みは安定的に維持されるようになる．ここでは，共助

はもはや個人の善意に依存する一時的な行為ではな

く，地域社会の共通価値として持続的に再生産される

段階に到達する． 
このように，共助のエコシステムは，個人の善が発

端となり，相互作用を通じて善が社会的に共有され，

やがて共通善として制度化されていく段階的な変化プ

ロセスとして記述できる． 
次に，RQ2（非営利の枠組みで行われる労力モヤイ

は，どのようにサービスとしてデザインされるか？）

についてである．本研究では，永江地区の共助交通の

実践を通じて，非営利の枠組みにおける労力モヤイの

デザイン原理を明らかにした．分析の結果，労力モヤ

イの成立と持続には，「善の循環を支える軽やかな仕

組み」を，リーンな反復と学習のプロセスとして設計

することが鍵であることが示唆された． 
まず，共助の出発点となる片助行為は，個人の善に

基づく自発的な支援である．この初期段階では，詳細

なルールや手続きの整備よりも，行為を始められる余

白のデザイン，すなわち「誰でも，少しでも関われ

る」環境づくりが重要となる．ここでは，完全な仕組

みを一度に整えるのではなく，小さく試し，観察し，

修正していくリーンな試行を通じて，関係性が立ち上

がるように設計される． 
次に，片助の連鎖が生じる段階では，支援が相互に

広がる中で活動の共通原理が形成される．この時点で

求められるのは，みんなで共有した「善」を日々の運

用に落とし込むための最小限の取り決めや段取りであ

る．たとえば，費用清算や予約といった手続きを「義

務」としてではなく，「共通善を支えるための仕組

み」として設計することで，参加の心理的負担を抑え

ながら透明性と信頼を維持できる．こうして，参加者

は「支援する側」と「支援される側」を柔軟に往復で

きるようになる． 
さらに，共通善に基づく共助が定着する段階では，

理念を支える仕組みを過度に制度化しないバランスが

求められる．ルールや運営体制を固定化するのではな

く，住民の提案や状況の変化に応じて更新できる開か

れた運用を保つことが重要である．こうしたリーンな

更新と学習の循環により，善に基づく活動は停滞せ

ず，日常の中で新たな価値を生み続ける． 

このように，労力モヤイのサービスデザインは，

(1) 善に基づく行為を起点に，(2) 善を支える仕組みを

必要最小限で設計し，(3) 善の循環と運用の継続的な

見直しを同時に促す，動的かつリーンなプロセス設計

として捉えられる．すなわち，非営利の共助デザイン

において重要なのは，完全な制度を作り込むことでは

なく，善の広がりを妨げない軽やかさと学習の余白を

保つことである． 

7.3 理論的・実務的インプリケーション 
理論的な示唆として，以下の2点が挙げられる． 
1点目は，共助の形成過程をSDLのエコシステム理

論に基づいてモデル化した点である．日本人の社会的

相互依存を踏まえ，共助を自己組織化システムとして

捉えることで，地域の価値観や規範（善）と結びつい

た共助システムの時間的発展を説明可能にした．この

点は，共助における社会的規範の役割を制度設計と接

続する重要な示唆である． 
2点目は，非営利文脈における「労力モヤイ」の具

体的事例として共助交通に焦点を当てた点である．恩

田によって共助の理想状態は描かれていたが，プロセ

スに関する記述は不足していた．本研究では，永江地

区の事例を通じて，初期段階の「善に基づく片助」か

ら「共通善に基づく共助」へと発展プロセスを理論化

した．この成果は，サービスデザインにおけるプロセ

ス理解の深化に寄与するものである． 
実務的な示唆として，共助の出発点が住民一人ひと

りの「善意の行動」であることが明らかになった．こ

のことから，共助に基づくサービスデザインを進める

上では，住民のシチズンシップ（坂口 2022）を育む

介入や支援が有効である．また，リビングラボ研究に

おいて非公式コミュニティとノットワーキングの重要

性が指摘されており（赤坂ら 2024），本研究はプロ

ジェクトとしてのリビングラボ（PJ-LL）のデザイン

にも応用可能である． 
また，本研究で提示したモデルは，自治体や地域団

体が共助活動を企画・運営・評価する際の枠組みとし

て活用可能である．特に人口減少社会において「公

助」だけでは社会的課題に対応しきれない中で，「公

助から共助へ」の移行を支える理論的・実務的支柱と

なり得る． 
このモデルを活用し，当事者間で共助の目的や仕組

みについて対話を促進することにより，主体的な共助

活動の創出が期待される． 

7.4 研究の限界と展望 
本研究は，共助交通の事例分析に基づき共助に基づ

くサービスデザインモデルの提案を行ったが，他分野

における事例分析が十分ではなく，一般化には限界が

ある． 
今後は，多様な領域の共助実践を収集・分析し，モ

デルの妥当性と汎用性を検証していく必要がある．ま

た，本フレームワークを活用し，住民が主体となって

共助の仕組みをデザインする実践的な取り組みも求め

られる． 
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現在，大学生が主体となって共助の仕組みをデザイ

ンするプロジェクトが進行中（渡部ら 2024, 2025;吉川

ら 2025）であるが，地域住民全体でフレームワーク

を適用し，その効果を検証する段階には至っていな

い．そのため，地域住民がフレームワークを活用して

主体的に共助に基づくサービスデザインモデルを実践

できるかを検証し，より実用的で応用可能なフレーム

ワークの開発することが今後の課題である． 
 

8 まとめ 
本研究は，地域社会における「共助」の仕組みを構

築する営みを「サービスデザイン」として理論的に再

定義し，非営利の労力モヤイに基づく共助交通の事例

を通じて，その形成プロセスと理論的枠組みを明らか

にした．具体的には，鳥取県米子市永江地区で実施さ

れた住民主体のカーシェアリング活動を対象に，共助

がどのように発生し，発展し，制度化されていくかを

段階的に整理・モデルした． 
調査の結果，共助は，「善に基づく片助」，「善に

基づく片助の連鎖」，「共通善に基づく共助の構築」

という3つの段階を経て形成されることが明らかとな

った．このモデルでは，第1段階として，地域への思

いや善意に基づき，個人が自発的に支援活動を開始す

る．ここでの「善」は，個々人が持つ価値観に基づく

「良い」または「正しい」とされる行動を指す．第2
段階では，活動が他者に波及し，共感や関係性を通じ

て行動が連鎖していく．第3段階では，地域全体で共

通の価値観（共通善）を形成し，持続可能な仕組みと

して共助が制度化される． 
この3段階のモデルは，SDLに基づいたサービス・

エコシステムの枠組みに沿っており，共助の進化を動

的かつ制度的視点から説明する新たな理論モデルとし

ての意義を持つ．特に，制度や規範（善）がアクター

の行動に与える影響を可視化し，既存のサービスデザ

イン研究には見られなかった共助プロセスの理論化を

試みた点に新規性がある． 
さらに，本研究で提示したモデルは，地域の共助活

動を設計・評価するための実践的フレームワークとし

ても活用が期待される．特に，行政による公助だけで

は対応が困難な社会課題に対して，住民主体の共助が

代替的・補完的役割を果たす可能性を示した． 
今後の課題としては，本研究で構築したモデルを他

領域の共助事例にも適用し，汎用性と妥当性を検証し

ていく必要がある．また，住民や自治体，NPO，大学

など多様なアクターが共助の仕組みを協働でデザイン

する実践研究の蓄積が求められる．本研究は，その理

論的基盤を提供するものであり，持続可能な地域社会

の実現に資する知見を提供するものである． 
特に，日本のムラ社会が培ってきた共助システムの

深い理解を基に，この理論的枠組みを，スマートシテ

ィをはじめとする現代のデジタル社会に応用すること

が期待される． 
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